
　　　　１１１１　　　　決算規模決算規模決算規模決算規模

　平成１９年度の県内４０市町村の決算規模は、歳入６，０４０億８９百万円、歳出５，９６９億９

７百万円となっており、伸び率は、歳入０．２％減（前年度は３．１％減）、歳出０．３％減（前年

度は３．２％減）となった。

　決算規模の推移 （単位：百万円、％）

※ 端数処理により、計等が一致しない場合がある（以下同じ）。
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市町村計

＜ポイント＞

○　県内４０市町村の決算規模は、対前年度 歳入０．２％の減、歳出０．３％の減

○　実質収支が赤字の団体は５団体（対前年度１団体の増）
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※ ：青森市の⑯打ち切り決算により、本来⑯決算に計上されるべきものが⑰に計上された歳出分

：青森市の⑯打ち切り決算により、本来⑯決算に計上されるべきものが⑰に計上された歳入分

　→それぞれH16には加算、H17からは減額すると、打ち切り決算の影響を差し引いた額となる。
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H16影響除き後の額
　歳入：620,011
　歳出：613,831

H17影響除き後の額
　歳入：613,277
　歳出：609,732
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　　　　２２２２　　　　決算収支決算収支決算収支決算収支

　（１）実質収支

　歳入歳出差引額（形式収支）は、７０億９２百万円の黒字であり、この形式収支から翌年度へ繰り

越すべき財源１０億７９百万円を控除した実質収支は６０億１３百万円の黒字である。

　実質収支の標準財政規模（標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示

すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額）に臨時財政対策債発行可能額を加えた額に対

する割合である実質収支比率は１．７％であり、前年度（１．４％）を０．３ポイント上回っている。

　なお、実質収支が赤字の団体は５団体となっている。

　実質収支の状況 （単位：百万円、％（「増減」はポイント））

※１実質収支比率は加重平均

※２今年度より実質収支比率の分母に臨時財政対策債発行可能額が加わったため、平成１８年度実質収支比率は

昨年度発表の数値から、算定をし直したものである。

　（２）単年度収支

　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、前年度の２２億６百万円の

黒字に対し、１１億１５百万円の黒字と減少した（単年度収支が赤字の団体数は１７団体）。

　（３）実質単年度収支
　単年度収支に、実質的な黒字要素である財政調整基金積立額及び地方債の繰上償還金を加え、実質

的な赤字要素である財政調整基金からの取崩し額を引いた実質単年度収支は、前年度の７億３８百万

円の黒字から１３億９百万円の黒字に増加した（実質単年度収支が赤字の団体数は１４団体）。
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　　　　３３３３　　　　歳歳歳歳　　　　　　　　入入入入

　歳入決算額の状況 （単位：百万円、％）

※ 地方消費税交付金等には地方消費税交付金のほか、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金及び自動車取得税交付金を含めた。
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交付税＋臨財債 234,595 214,919 215,847 207,616 206,987

臨財債発行額 36,779 24,654 19,838 17,072 15,489

地方交付税額 197,816 190,265 196,009 190,544 191,498

増減率(交付税＋臨財債) 0.6 ▲ 8.4 0.4 ▲ 3.8 ▲ 0.3

増減率（交付税） ▲ 7.3 ▲ 3.8 3.0 ▲ 2.8 0.5

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

　 歳入は、
　 ①税源移譲による市町村民税の増等により地方税が８．３％増（前年度１．４％増）
　 ②県議会議員選挙、県知事選挙及び参議院議員選挙の実施や障害者自立支援法の本格施行
　　 等により県支出金が１３．６％増（前年度９．７％減）
となったものの、
　 ③所得譲与税の廃止等により地方譲与税が５７．１％減（前年度３１．６％増）
　 ④普通建設事業費の減等により地方債が１３．３％減（前年度５．３％減）
となったこと等により、全体として０．２％の減となった。
　なお、地方交付税は、普通交付税の増により０．５％増（前年度２．８％減）となったが、臨時財政対策
債を含めた額では、０．３％減（前年度３．８％減）となっている。
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※グラフ中の「地方譲与税等」は、地方譲与税のほか、地方特例交付金、地方消費税交付金等を含む。

歳入決算額･構成比の推移
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　　　　４４４４　　　　歳歳歳歳　　　　　　　　出出出出

　（１）目的別歳出

　目的別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）
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(13.2%)

162,453
(27.1%)

146,332
(23.2%)

152,537
(25.0%)
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(10.4%)

74,868
(11.9%)
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(11.5%)

63,067
(10.2%)
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　目的別歳出の主な構成比は、民生費２８．０％、公債費１４．６％、総務費１３．２％、土木費１０．９％、
教育費１０．５％の順となっている。
  伸び率では、
　①障害者自立支援法の本格施行等による社会福祉費の増等により民生費が２．７％増
となっている一方、
　②基金積立金の減等により総務費が３．６％減
　③各種建設事業の終了等により、農林水産業費、土木費がそれぞれ、８．３％減、２．９％減
となったこと等により、歳出全体では０．３％の減となった。
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　（２）性質別歳出
　　

　

　性質別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）

3.9

8.8

12,887 2.2 18,618 3.1

24,683 4.1 23,432

補 助 費 等

積 立 金

そ の 他

7.6 ▲ 7,549

▲ 1.0

33.6

39.1
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53,005
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▲ 14.2
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681
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物 件 費 10.8 62,201 10.4 2,213

▲ 7.5

72,377 12.1 78,998 13.2 ▲ 6,621

87,277 14.6 86,596

47.4

102,706 17.2 96,223 16.1

構 成 比決 算 額

平成１９年度

義 務 的 経 費 290,482

区      分

補 助 事 業 費

単 独 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

普 通 建 設 事 業 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

2,276

234,223231,862 38.8

64,414

14.5

48.7 284,165

101,346 16.916.8100,499

0.4

45,456

74,653 12.5

▲ 1.3

▲ 5.0

2.3

増減率

平成１９年度 平成１８年度

6.7

▲ 0.8

2.2

▲ 0.8

▲ 40.5

▲ 5.5

▲ 3.2

▲ 2.9

▲ 1.5

▲ 3.7

▲ 0.4

▲ 6.3

0.4

18.1

繰 出 金 55,315 9.3 52,969 2,346 4.4 ▲ 3.2

▲ 5,731 ▲ 30.8

3.6

74,563 12.5 77,003 12.9 ▲ 2,440 ▲ 3.2

　性質別歳出のうち義務的経費は、
　①職員給の抑制及び定員適正化等により人件費が０．８％減（前年度５．０％増）
　②障害者自立支援法の本格施行や児童手当の拡充等により扶助費が６．７％増（前年度２．３％増）
  ③公的資金補償金免除繰上償還の実施等に伴う繰上償還金の増により公債費が０．８％増（前年度０．８
減）
となり、全体として２．２％の増（前年度１．３％減）となった。
　投資的経費は、
　①単独事業の抑制等により普通建設事業費が８．４％減（前年度１．５％減）
となり、全体として７．５％の減（前年度２．９％減）となった。
　その他の経費は、
　①地方公共団体の財政の健全化に関する法律の完全施行への対応等により繰出金が４．４％増（前年度３．
２％減）
　②県議会議員選挙、県知事選挙及び参議院議員選挙の実施等により物件費が３．６％増（前年度６．３％
減）
　③一部市町村において大幅な減少が生じたこと等により積立金が３０．８％減（前年度１８．１％増）
　④青森市の高齢者及び障害者バスの廃止等により補助費等が３．２％減（前年度０．４％増）
となり、全体として１．０％の減（前年度５．５％減）となった。
　この結果、歳出全体では０．３％の減となった。
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※ 平成１０年度を100とした場合の指数でみると、平成１８年度は、東北６県中最も低いものとなっている。

※ 平成１０年度を100とした場合の指数でみると、平成１８年度は、東北６県中２番目に高いものとなっている。

性質別歳出決算額・構成比の推移

人件費 100,499(16.8%)106,675(17.2%)106,958(17.6%)108,774(17.2%) 101,346(16.9%)

扶助費 102,706(17.2%)94,017(15.2%)88,204(14.5%)83,101(13.2%) 96,223(16.1%)

公債費 87,277(14.6%)
87,326(14.1%)87,059(14.3%)86,844(13.8%) 86,596(14.5%)

補助事業費 26,921(4.5%)26,981(4.4%)30,472(5.0%)35,044(5.6%) 25,993(4.3%)

単独事業費 45,456(7.6%)53,242(8.6%)61,618(10.1%)71,850(11.4%) 53,005(8.8%)

災害復旧事業費2,276(0.4%)
2,863(0.5%)1,061(0.2%)

3,671(0.6%)
1,704(0.3%)

物件費 64,414(10.8%)66,372(10.7%)66,790(11.0%)
68,551(10.9%)

62,201(10.4%)

77,002(12.9%) 補助費等 74,563(12.5%)76,694(12.4%)80,454(13.2%)
81,303(12.9%) 18,618(3.1%)15,769(2.5%)7,198(1.2%) 積立金 12,887(2.2%)11,240(1.8%)

52,969(8.8%)54,705(8.8%)53,306(8.8%)
56,141(8.9%)

繰出金 55,315(9.3%)

23,433(3.9%)34,405(5.6%)25,955(4.3%)
24,457(3.9%)

その他 24,683(4.1%)
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(参考１）　東北６県における人件費の推移

(参考２）　東北６県における公債費の推移

公債費の推移（平成１０年度を100とした場合の指数）
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　　　　５５５５　　　　積立金積立金積立金積立金のののの状況状況状況状況
　

　基金取崩し額が、除排雪経費等の大幅な減少等により少額であった昨年度に比べて増加したものの、

合併特例事業債による「市町村振興のための基金」の造成にあてる積立てが行われていることもあり、

歳計剰余金処分を含めた積立額が取崩し額を上回った結果、積立金の平成１９年度末現在高は、前年

度末に比べて２０億９４百万円増加している。

　積立金現在高の状況 （単位：百万円、％）

※ 平成１０年度を100とした場合の指数でみると、平成１８年度は、東北６県中３番目に高いものとなっている。

（単位：百万円）

区      分 平成１９年度

20,859財 政 調 整 基 金

76,646合 計

17,907
その他特定目的基金 37,552
減 債 基 金
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県内市町村の積立金現在高の推移
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(参考３）　東北６県における積立金現在高の推移

(参考４）　東北６県における平成１８年度末積立金現在高

積立金現在高の推移（平成１０年度を100とした場合の指数）
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　　　　６６６６　　　　地方債地方債地方債地方債のののの状況状況状況状況

　地方債の平成１９年度発行額は５５６億１１百万円で、前年度に比べて８５億３１百万円、１３．

３％減少している。

　平成１３年度から始まった地方交付税の振替措置である臨時財政対策債については、平成１９年度

発行額は１５４億８９百万円で、前年度に比べ１５億８３百万円、９．３％減少している。

　臨時財政対策債を除いた地方債については、平成１９年度発行額は４０１億２２百万円で、前年度

に比べ６９億４８百万円、１４．８％減少している。

　地方債の平成１９年度末現在高は８,０４６億６７百万円で、前年度末に比べて１５２億１百万円、

１．９％減少している。なお、地方債現在高から臨時財政対策債を除いた現在高は６,６８８億１６

百万円であり、前年度末に比べて２６４億５８百万円、３．８％減少している。　

※ 地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額

地方債現在高と構成比の推移

 15.0%14.9%14.7% 14.9% 12.9% 15.0%

8.3%
 12.6%

 17.8%  7.3% 11.2%  9.7%

 3.5% 1.5% 0.4%

 

 5.1%

 15.1% 13.6%  14.7%  14.5% 13.0% 13.7%

 8.4%
8.4%

7.7%7.8%
 8.5%

 8.1%

 4.5%4.5%
4.2%4.2%

4.5%
4.4%

 9.1%
 9.5%

7.8%8.2%
11.7%

 8.7%

 6.4%
 6.7%

5.1%5.6%7.3%
 5.9%

3.6%
 3.5%

 3.2%3.5%2.6%
3.6%

 4.2%

3.7%
4.0%

4.6%

4.2%  4.1%

 12.7%

11.1%
10.9%16.6%

11.8%  11.2%

8.0%
 15.2%

16.9%

 11.0%  13.3%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

10 15 16 17 18 19

臨時財政対策債

その他

減税補てん債

財源対策債

過疎対策事業債

学校教育施設等整備事業債

公営住宅建設事業債

一般公共事業債

　一般単独事業債のうちその
他事業債

　一般単独事業債のうち合併
特例事業債

　一般単独事業債のうち地域
総合整備事業債

　一般単独事業債のうち臨時
地方道整備事業債

百万円

年度

819,868

709,655

804,667824,382 826,071 825,397

一
般
単
独
事
業
債

地方債の状況

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

地
方
債
現
在
高

（
百
万
円
）

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

750,000

800,000

850,000

900,000

地
方
債
発
行
額

（
百
万
円
）

地方債現在高 824,382 826,071 825,397 819,868 804,667

地方債現在高（うち臨財債） 66,099 90,540 109,625 124,594 135,851
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平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

－10－



（参考）財政指標

　（１）経常収支比率
　経常収支比率は、市町村平均９３．４％（前年度９２．２％）、市平均９３．８％（前年度９２．

８％）、町村平均９２．３％（前年度９１．１％）となっており、前年度と同様、高い水準となって

いる。

　経常収支比率が９０％以上の団体は３３団体であり、全体の約８３％を占めている。

※１経常収支比率は加重平均

※２「全国市町村平均」は総務省「地方財政の状況」より

　　（以下同じ）

　（２）起債制限比率
　起債制限比率は、市町村平均１２．２％（前年度１２．４％）、市平均１２．３％（前年度１２．

５％）、町村平均１２．１％（前年度１２．１％）となっており、市町村平均及び市平均で前年度を

下回った。

　なお、起債制限比率が１４％以上の団体は１５団体であり、全体の約３８％を占めている。

※ 起債制限比率は加重平均

経常収支比率の推移
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